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同一周波数帯を共用する地上回線と衛星回線に携帯
端末によってシームレスに接続可能な、地上／衛星共
用携帯電話システム（STICS）の研究開発が行われて
いる[1]。STICS は、大型アンテナを用いたマルチビー
ム衛星システムの特徴を生かして、地上／衛星間で周
波数共用を行うことを想定している。具体的には、割
当て周波数帯域をサブバンドに分割し、衛星セルにサ
ブバンドを割当て、地上回線にはその衛星セルの外側
のエリアで同じサブバンドを割り当てることにより周
波数共用を行う。ただし、衛星アンテナが衛星セルの
外でも感度を持つため、地上–衛星間で電波干渉が発
生する。また、衛星セルの内側で衛星回線を用いる端
末と衛星セルの外側の地上端末／基地局の間でも電波
干渉は発生する。したがって、これらの電波干渉を考
慮して周波数共用条件を明らかにする必要がある。
そこで、NICT では STICS の周波数共用方式の成
立性を検証するための評価を行った。まず、簡易な干
渉モデルによる各干渉経路の干渉量の評価を行い、干
渉経路ごとの干渉の特徴と周波数共用の見通しを確認
した。次に、地上／衛星間干渉の存在下で、地上／衛
星回線がともに成立し収容可能な回線数を定量的に把
握することを目的として、同一チャネル干渉下での地
上／衛星回線の同時収容回線数の評価を行った[2]。こ
の同時収容回線数の評価には、地上系から発生する干
渉について、基地局と端末の局数と送信電力に日本全
国の現実のトラフィック分布をできる限り反映できる
詳細干渉モデル[3] を構築して使用した。この詳細干渉
モデルには、NICTで実施してきた、様々な環境での
地上携帯電話の送信電力測定[4][6] の統計データを入力
し、評価精度の向上を図った。さらに、地上／衛星間
とは干渉のメカニズムが異なる衛星端末－基地局間の
干渉に対しては、回線成立のための衛星端末–基地局

間の離隔距離の評価を行った。
以降では、2でまず、地上／衛星間周波数共用方式

と干渉の概念について説明する。その後、3で簡易干
渉モデルによる各干渉経路の干渉量の評価結果につい
て述べる。さらに、4で詳細干渉モデルを用いた同一
チャネル干渉下の同時収容局数評価について報告する。
加えて 5で衛星端末－基地局間の離隔距離の評価結
果を示す。最後に 6において、本研究で得られた結
論をまとめる。

	 地上／衛星間周波数共用方式と	
	 干渉の概念　　　　　　　　　

STICS は、移動衛星業務に割り当てられた 2 GHz
帯（上り 1980－2010 MHz、下り 2170－2200 MHz）を地
上回線と衛星回線で共用することを想定している。そ
の場合、地上回線に衛星上り／下りのバンドのどちら
を割り当てるかによって図 1のようにノーマルモー
ド／リバースモードと呼ぶ 2つの方式が考えられる。
周波数共用の方法は、図 2（a）に示すように割当て
周波数帯をサブバンドに分割し、衛星セルへ周波数繰
り返し利用のために多色配置でサブバンドを割り当て
る（図 2（a）ではサブバンドは f1～ f7 の 7 つ）。そのう
えで、図 2（b）に示すように、ある衛星セルに割り当
てたサブバンドは、地上系ではその衛星セルの外側の
エリアで通信を行う地上回線に割り当てることで周波
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図 1　地上／衛星間周波数共用方式
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地上／衛星間周波数共用方式の評価
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地上／衛星共用携帯電話システム（STICS）において、地上／衛星間の電波干渉を考慮して同一
周波数帯を地上回線と衛星回線で共用する周波数共用方式の成立性を検証する目的で評価を行っ
た。簡易干渉モデルによる各干渉経路の干渉量の評価、詳細干渉モデルによる同一チャネル干渉
下での地上／衛星回線の同時収容回線数の評価、衛星端末 –地上基地局間の離隔距離の評価を行
い、周波数共用の成立性を確認している。
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数共用を実現する。
このように地上回線と衛星回線が同じサブバンドを
使用するエリアを分けることで割当て周波数帯全体と
して周波数共用を行うが、1で述べた理由により地上
系と衛星系の間で電波干渉が発生する。図 3に干渉経
路を示す（図中の SMSは衛星回線を利用する端末（以
下、衛星端末と呼ぶ）、TMSは地上回線を利用する端

末（以下、地上端末と呼ぶ）、BTS は地上基地局とす
る）。干渉経路は希望波の 4回線それぞれに対して存
在し、希望波回線 4回線のそれぞれについて与干渉回
線として衛星、地上の 2回線が存在する。ここで、地
上系と衛星系の間の干渉のメカニズムは干渉経路が衛
星–地上端末間（衛星伝搬路）であるか、衛星端末–基
地局間（地上伝搬路）であるかによって大きく異なる。
衛星–地上端末間の場合、伝搬距離がどの地上端末か
らもほぼ同等であるため、カバーエリア全体の多数の
地上端末が累積的に衛星に干渉を与える。一方、衛星
端末–基地局間の場合、衛星端末–基地局間距離によっ
て干渉量が大きく変化する。衛星セルは直径 200 km
程度と非常に大きいため、衛星セル中心付近での衛星
端末が衛星セルの外側で同一周波数を使用する基地局
に与える干渉はほぼ無視できる。基地局への干渉が影
響するのは衛星端末が衛星セルエッジ付近に位置する
特殊なケースである。
また、STICS では、干渉回避策として図 4 に示す
空間ガードバンドを設ける方法がある。これは、衛星
セルの周りに、地上回線がその衛星セルと同じサブバ
ンドを使用できない領域を設けるものである。空間
ガードバンドの利点は地上–衛星間干渉を低減できる
ことであるが、一方で地上回線の通信エリアを制限す
るため、その効果と制限を評価する必要がある。

	 簡易干渉モデルによる各干渉経路の	
	 干渉評価　　　　　　　　　　　　

3.1　評価の目的
干渉経路ごとの干渉の特徴と周波数共用の見通しを
確認する目的で、簡易な干渉モデルによる各干渉経路
の干渉量の評価を行う。評価は、単一の衛星／地上セ
ルを対象として、図 3に示したノーマルモード、リバー
スモード各 4経路に対して行う。

3

図 4　空間ガードバンドの概念。（a）空間ガードバンドなし、（b）あり
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図 2　周波数共用の概念（衛星系 7セル繰返しの場合）。（a）衛星セルへのサブ
バンド割当て例、（b）地上系が衛星系と同一周波数を使用できるエリア
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3.2　評価方法
衛星セル、地上セルは各 1個とし、各セルの中にケー
スによって 1～複数の局を配置する。そしてその際の、
希望波回線の電力に対する干渉波電力（CIR）を評価す
る。また、衛星ビームの周りに設ける空間ガードバン
ドを変化させ、空間ガードバンド量による CIR の改
善効果を確認する。その他の条件を以下に示すととも
に回線条件を表 1に示す。
zz地上回線は CDMA（チャネル帯域幅 5MHz）、衛
星回線はFDMA（チャネル帯域幅19.2kHz）とする。
zz最悪干渉ケースを想定して、衛星端末位置は衛星
セルの EOC端、地上セル位置は空間ガードバン
ド端に設定する。
zz衛星回線の干渉評価において干渉源が地上端末
の場合は、1 局当たり干渉電力を一定（1 mW～
250 mW）とする。干渉源が基地局の場合は、基
地局 1局による干渉電力が最大のケース（最大送
信電力 20 Wと設定）を評価する。
zz地上回線に与える衛星回線からの干渉については、
地上の CDMA復調器の拡散利得による干渉低減
量を 25 dB とし、干渉源である衛星の FDMA信
号が 1チャネル収容時と最大チャネル数収容時を
評価する。

zz地上回線の干渉評価における希望波受信電力
は、文献[7] 記載の要求受信電力で規定する
（W-CDMA上り回線、下り共通制御チャネルの
要求受信電力）。

3.3　評価結果
3.3.1　ノーマルモード
（a）衛星上り回線
図 5にノーマルモード衛星上り回線の干渉経路と評
価結果を示す。図 5（b）の評価結果は、横軸は衛星ビー
ム EOCと地上セルの距離であり、空間ガードバンド
量と CIR の関係を示している。図から、CIR は地上
端末 1端末当たりの送信電力に依存することがわかる。
また、図に示していないが干渉源となる地上回線数の
増加によって干渉量は増加する。この結果から、本回
線は共用可能と見込まれるが共用条件は端末送信電力
と同時使用端末数に依存する。
（b）衛星下り回線
図 6 にノーマルモード衛星下り回線の干渉経路と
評価結果を示す。図 6（b）の評価結果から、CIR は空
間ガードバンドを取ることで大きく改善することが
わかる。これは、本干渉経路は地上伝搬路であるた
め、干渉源である地上基地局と衛星端末間の伝搬損失

図 5　ノーマルモード衛星上り回線の干渉経路と評価結果
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表 1　回線条件

回線
チャネ
ル帯域
幅 [kHz]

送信 伝搬路 受信

送信局
送信電
力 [W]

アンテナ
利得
[dBi]

伝搬距
離 [km]

伝搬モデル
伝搬損
[dB]

受信局
アンテ
ナ利得
[dBi]

要求受
信電力
[dBm]

衛星上り 19.2 衛星端末 0.2 0 36000 自由空間損失 190 衛星 47

衛星下り 19.2 衛星 0.2 47 36000 自由空間損失 190 衛星端末 0

地上上り 5000 地上端末
0.001
0.25

0 1 COST231-秦ﾓﾃﾞﾙ 140 基地局 17 -116

地上下り 5000 基地局 20 17 1 COST231-秦ﾓﾃﾞﾙ 140 地上端末 0 -117
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（COST231 - 秦モデル）の離隔距離による増減が大き
いためである。この結果から、本回線のCIRは空間ガー
ドバンドの適切な設定により改善可能であり、共用可
能と見込まれる。
（c）地上上り回線
図 7 にノーマルモード地上上り回線の干渉経路と
評価結果を示す。図 7（b）の評価結果から、CIR は
衛星端末数と空間ガードバンドに依存することがわ
かる。衛星端末数 N=MAX（全チャネル占有時）で
CIR=-14 dB（空間ガードバンド=0dB）、CIR=30 dB（空
間ガードバンド =1 dB）である。本干渉経路は地上伝
搬路であるため、離隔距離による伝搬損失の増減が大
きい。この結果から、空間ガードバンドの適切な設定
により CIR は改善可能であり、本回線は共用可能と
見込まれる。

（d）地上下り回線
図 8 にノーマルモード地上下り回線の干渉経路と
評価結果を示す。図 8（b）の評価結果から、CIR は衛
星端末数に依存することがわかる。衛星端末数N=1
では CIR は 30 dB 近いが、N=MAX（全チャネル占有
時）での CIR は 5～ 10 dB と小さい。N=MAXのケー
スは災害時等で特定の衛星ビームに集中的に衛星トラ
フィックが発生したケースに相当する。その場合に
CIR 改善のため空間ガードバンドをさらに取る場合
でも、地上間の干渉に比べて CIR の改善量は小さい。
また、空間ガードバンドを大きくとるほど地上端末の
通信可能場所に制限が発生する。この結果から、本回
線は衛星回線にトラフィック集中が発生する際に課題
があり、対策が必要と見込まれる。

図 6　ノーマルモード衛星下り回線の干渉経路と評価結果

-30

-10

10

30

50

70

90

110

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

C
IR

 [d
B

]

衛星ビームEOCと地上セルの距離 [km]

空間ガードバンド

0dB

1dB
2dB

3dB 5dB4dB

地上基地局: 20W
（基地局1局による干渉電力最大）

衛星
端末

地上端末

干渉

衛星

地上
基地局衛星セル

EOC

地上
セル

C

I

基地局1局が地上回線
最大チャネル数を収容
するケースを仮定

（a）干渉経路 （b）評価結果

（b）

図 7　ノーマルモード地上上り回線の干渉経路と評価結果
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3.3.2　リバースモード
（a）衛星上り回線
図 9にリバースモード衛星上り回線の干渉経路と評
価結果を示す。図 9（b）の評価結果から、CIR は基地
局アンテナの衛星方向利得に依存することがわかる。
CIR は衛星方向利得=ピーク利得のとき -13 dB 以上、
衛星方向利得=ピーク利得 -20 dB のとき 7 dB 以上で
ある。なお、本評価は基地局送信電力が典型的な基地
局 1局の最大電力 20 Wの条件で行っており、現実的
な 1局当たり干渉電力はより小さいと推定されるが、
ここでの CIR は基地局 1 局当たりの値であり、基地
局数が増加すると干渉量は増加する。この結果から、
本回線の共用には課題があり、対策が必要と見込まれ
る。
（b）衛星下り回線
図 10 にリバースモード衛星下り回線の干渉経路と

評価結果を示す。図 10（b）の評価結果から、CIR は
空間ガードバンドを取ることで大きく改善することが
わかる。これは、本干渉経路は地上伝搬路であるため、
離隔距離による伝搬損失の増減が大きいためである。
この結果から、本回線は空間ガードバンドの適切な設
定により共用可能と見込まれる。
（c）地上上り回線
図 11 にリバースモード地上上り回線の干渉経路と
評価結果を示す。図 11（b）の評価結果から、CIR は
基地局アンテナの衛星方向利得と衛星端末数に依存す
ることがわかる。衛星端末数N=MAXで衛星方向利
得 =ピーク利得のとき CIR は -11 dB 以上、衛星方向
利得 =ピーク利得 -20 dB のとき CIR は 9 dB 以上で
ある。N=MAXのケースは災害時等で特定の衛星ビー
ムに集中的に衛星トラフィックが発生したケースに相
当する。この結果から、本回線は許容衛星端末数と衛

図 9　リバースモード衛星上り回線の干渉経路と評価結果
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図 8　ノーマルモード地上下り回線の干渉経路と評価結果
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星方向基地局アンテナ利得の制限、空間ガードバンド
の組み合わせにより共用の可能性があるが、衛星回線
にトラフィック集中が発生する際に課題があることを
確認した。
（d）地上下り回線
図 12 にリバースモード地上下り回線の干渉経路と
評価結果を示す。図 12（b）の評価結果から、CIR は
空間ガードバンドを取ることで大きく改善することが
わかる。これは、本干渉経路は地上伝搬路であるため、
離隔距離による伝搬損失の増減が大きいためである。
この結果から、本回線は空間ガードバンドの適切な設
定により共用可能と見込まれる。

3.4　まとめ
STICS の各干渉経路の干渉評価を、単一の衛星／
地上セルによる評価によって行い、経路ごとの周波数

共用の見通しと課題を抽出した。ノーマルモードでは、
衛星上り回線は共用可能と見込まれるが共用条件は地
上回線の端末送信電力と同時使用端末数に依存するこ
とを確認した。地上下り回線の CIR が他の回線に比
べて小さく、課題となるのは災害時等の 1ビームに衛
星回線が集中する場合であることを確認した。また、
リバースモードでは、衛星上り回線では基地局の送信
電力が大きいために共用には課題があること、地上上
り回線では災害時等の 1ビームに衛星回線が集中する
場合に課題があることを確認した。これらは、干渉経
路が衛星伝搬路となるケースであり、伝搬距離がどの
回線からもほぼ同等であるため、カバーエリア全体の
干渉源数が累積的に干渉を与える。一方、干渉経路が
地上伝搬路となる回線では、空間ガードバンドの効果
によって大きく CIR が改善し、共用可能と見込まれ
ることを確認した。

図 11　リバースモード地上上り回線の干渉経路と評価結果
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	 詳細干渉モデルを用いた	
	 同一チャネル干渉下の同時収容局数評価

4.1　評価の目的
本節では、地上／衛星間の周波数共用に伴う同一
チャネル干渉を考慮した STICS の同時収容局数の評
価を行い、STICS のシステムとして成立性を検証す
る。前節の結果や航空機による上空からの地上携帯電
話／地上基地局の送信電力測定実験によって、基地局
からの上り回線の対衛星干渉量が大きい結果が得られ
た。そこで、周波数共用方式としてはノーマルモード
が有利であると結論づけ、本評価はノーマルモードに
ついて行う。
3で述べた評価結果から、地上系と衛星系の間の

干渉のメカニズムは干渉経路が衛星–地上端末間（衛
星伝搬路）であるか、衛星端末–基地局間（地上伝搬

路）であるかによって大きく異なることがわかった。
衛星–地上端末間の場合、伝搬距離がどの地上端末か
らもほぼ同等であるため、カバーエリア全体の多数の
地上端末が累積的に衛星に干渉を与える。一方、衛星
端末–基地局間の場合、衛星端末–基地局間距離によっ
て干渉量が大きく変化する。衛星セルは直径 200 km
程度と非常に大きいため、基地局への干渉が影響する
のは衛星端末が衛星セルエッジ付近に位置する特殊な
ケースである。また、空間ガードバンドの効果によっ
て大きくCIR が改善する。
そこで、4の評価では、地上–衛星間の干渉経路が

衛星–地上端末間のケースについて次節に示す方法で
被干渉回線が所要 C/N0 を満足する与干渉回線の収容
可能局数を計算する。衛星端末–基地局間干渉の評価
については 5で述べる。

4

図 12　リバースモード地上下り回線の干渉経路と評価結果
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図 13　地上端末の干渉モデルの概念図
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4.2　干渉モデル
地上システムから衛星に対する干渉は、ノーマル
モードでは地上端末からの干渉となる。地上端末の局
数が非常に多いことを考慮すると、干渉量を特に精度
良く見積もる必要がある。そこで、地上端末から衛星
に対する干渉モデルを構築した。図 13 に地上端末の
干渉モデルの概念図を示す。図 13（a）に示すように干
渉モデルは地表面EIRP と呼ぶ、地表面の単位面積ご
との発生干渉量で定義する。その際、単位面積内の端
末の通話環境（LOS／ NLOS／屋内等）に応じて衛星
への干渉量は異なることを勘案して、図中 a、b、cで
示す伝搬環境のクラスごとの通話中端末の発生干渉量
の総和をこの単位面積内の発生干渉量と考える。端末
ごとの発生干渉量の定義は、図 13（b）に示すように
送信電力として地上干渉評価実験で得た人口密度対送
信電力の測定量や、伝搬条件ごとの伝搬路損失と人口
比などのパラメータを入力する。第 kメッシュの地上
端末による発生干渉量を式（1）で定義する。

� （1）

ここで ixka・Δixka、 ixkb・Δixkb、 ixkc・Δixkc、 …は第 kメッシュ
の携帯電話の人口クラスごと・伝搬環境ごとの送信電
力であり、地上走行実験での測定値から算定する人口
クラスごとの携帯電話送信電力 ixkmを、伝搬環境の違
いによる電力差 Δixka、 Δixkb、 Δixkc、 …で補正して求める。
rxka、 rxkb、 rxkc、 …は第 kメッシュの携帯電話の人口クラ
スごと・伝搬環境ごとの人口比である。xk（I、 II、 III、 
IV、 …）は市街地、郊外等のサービス環境に対応した
人口クラスを示す引数、a、 b、 c、 …は屋外見通し／見
通し外、屋内等の伝搬環境を示す引数である。携帯電
話送信電力 ixkmは、人口対送信電力の近似式から求め
る。伝搬環境ごとの電力差 Δixka、 Δixkb、 Δixkc、 …は、移
動通信の伝搬損失の推定式や測定値等を参考に決める。
Nk・Rxkは第 kメッシュ内の同時通話数であり、第 kメッ
シュにおける人口 Nkと携帯電話の同時使用率 Rxk から
計算する。

4.3　評価方法
地上／衛星回線の回線条件をそれぞれ表 2、3に示す。
地上回線について、端末の局数と送信電力に日本全
国の現実のトラフィック分布をできる限り反映するた
め、日本全国を国土地理院の標準地域メッシュ（2次
メッシュ：約 10 km四方）で分割し、2次メッシュご
とに局数と送信電力の総和を入力している。基地局数
と送信電力は、それぞれ携帯電話基地局の全国各自
治体無線局免許情報（平成 22 年 5 月現在）による 2次

メッシュに換算した局数と、定格出力の総和の 30 %
としている。端末数は、2次メッシュごとの昼間人口
数と、仮定した通話率（1 %）から算出している。端末
送信電力は、日本国内走行実験によるW-CDMA地上
携帯電話送信出力測定[4] の統計処理に基づき推定した
人口クラスごとの送信電力値を使用する。送信電力
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回線パラメータ 設定値

通信方式 FDMA

上り周波数(MHz) 1980-2010

下り周波数(MHz) 2170-2200

サブバンド数 7

サブバンド帯域幅(MHz) 4.3

情報レート(kbps) 9.6

1チャネル占有帯域幅(kHz) 19.2

衛星アンテナ開口直径(m) 30

衛星アンテナセル内最低利得
(dBi)

47

衛星アンテナパターン Rec. ITU-R S.672-4

衛星アンテナサイドローブレ
ベル(dBi)

30

衛星総合送信電力（kW) 2

衛星送信電力/チャネル(mW) 200

衛星受信所要C/N0(dB-Hz) 43.8

衛星アンテナ雑音温度(K) 300

衛星給電損失(dB） 1.1

衛星雑音指数(dB) 1.5

端末アンテナ利得(dBi) 0

端末送信電力(mW) 200

端末所要C/N0(dB-Hz) 43.8

端末アンテナ雑音温度(K) 80

端末給電損失(dB) 1

端末雑音指数(dB) 1.5

copyright(c)2013 IEICE

回線パラメータ 設定値

通信方式 CDMA

上り周波数(MHz) 1980-2010

下り周波数(MHz) 2170-2200

サブバンド数 6

サブバンド帯域幅(MHz) 5

情報レート(kbps) 9.6

1チャネル占有帯域幅(kHz) 5000

基地局の衛星方向利得(dBi) -3

基地局の地上方向利得(dBi) 17

基地局送信電力
携帯電話基地局の全国各自
治体無線局免許情報による
定格出力の30%と仮定

基地局受信所要C/N0(dB-Hz) 47.6

基地局アンテナ雑音温度(K) 200

基地局給電損失(dB） 0

基地局雑音指数(dB) 1.5

端末アンテナ利得(dBi) 0

端末送信電力

国内走行実験による携帯電
話送信出力測定の統計処理
に基づき人口クラス毎の送
信電力値を推定(1mW以下)

端末所要C/N0(dB-Hz) 47.6

端末アンテナ雑音温度(K) 80

端末給電損失(dB) 0

端末雑音指数(dB) 1.5

copyright(c)2013 IEICE

表 2　地上系の回線条件

表 3　衛星系の回線条件

国内走行実験による携帯電
話送信出力測定の統計処理
に基づき人口クラスごとの
送信電力値を推定(1mW以下)
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値は 1 mW以下であり、携帯電話の最大送信出力（約
250 mW）より大幅に低い電力で送信している結果が
得られている。
衛星回線のビーム配置を図 14 に示す。衛星ビーム
は、日本とその排他的経済水域を覆う 83 ビームとす
る。7ビームを 1クラスタとして 4.3 MHz ごとのサブ
バンドを割り当てる。衛星系の 1 回線当たり送信電
力は 200 mWとする。衛星の総合送信出力を本研究
では 2 kWと仮定し、最大回線数を 10,000 回線とする。
端末は、平時は 83 ビームに均等に分布すると仮定す
る。災害時は、STICS の衛星中継器のチャネライジ
ング機能（各衛星ビームに配分する周波数割当てを変
更する機能）を用いて、1衛星ビームに割当て可能な
最大帯域幅（1クラスタ 30 MHz）の回線数の端末が通
話すると仮定する。
収容局数評価では、ある被干渉回線について、所要
C/N0 の範囲内での与干渉回線の最大回線数を計算す
る。与干渉回線を地上回線単独（衛星回線による干渉
を無視）、衛星回線単独（地上回線による干渉を無視）、
衛星・地上回線両方（衛星系に最大回線数を与え地上
系で収容できる最大回線数を計算）とする。
計算手順は、まず、開発した干渉評価シミュレータ[8]

を用いて端末配置、衛星ビーム配置、回線条件設定、
周波数割当て等を行い、被干渉回線ごとに受信信号強
度と与干渉量を計算する。次に、得られた結果を入力
値として、以下の手順に基づき収容局数を計算する。
①　式（1）に基づき 1回線ごとの平均干渉量を計算
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M：被干渉回線と周波数が重なる与干渉回線数
Im：第 m与干渉回線の干渉量
B：第 m与干渉回線と被干渉回線の帯域重畳率

②　回線係数 a、すなわちある被干渉回線が成立し
所要 C/N0 を満たす条件下での、与干渉回線の
最大回線数を式（2）に基づき計算
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また、地上–衛星間の干渉回避のために設ける空間
ガードバンドの効果を確認するため、空間ガードバン
ドを 0 dB、5 dB、10 dB と変化させて評価を行う。

4.4　評価結果
衛星–地上端末間が干渉となるケースは希望波が衛
星上り回線のケースと地上下り回線のケースがある。
希望波が地上下り回線の場合には、計算の結果、干渉
源となる衛星回線は最大の 10,000 回線が常に成立す
ることがわかった。そこで衛星上り回線について評価
結果を述べる。
衛星上り回線では、衛星セルの外で同一周波数を使
用する全ての地上端末からのアップリンクが衛星への
干渉となる場合と、他ビームの衛星端末から衛星へ
のアップリンクが干渉となる場合がある。それぞれ
を考慮した収容局数計算結果を図 15 に示す。衛星回
線は常に成立し、回線数は上限の 10,000 回線である。
地上回線数は、空間ガードバンドなし（0 dB）の場合、
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図 14　衛星ビーム配置

図 15　衛星上り回線成立時の同時収容回線数
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図 16　災害時衛星上り回線成立時の同時収容回線数
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衛星回線未割当て時で約 1,400 万回線、衛星回線を割
り当てた条件では約 1,300 万回線であり、空間ガード
バンドが 10 dB の場合に最大回線数を取ることがわか
る。一方、地上回線の通信可能エリアは、本計算条件
の場合空間ガードバンド 0 dB、5 dB、10 dB のときそ
れぞれ 100 %、88 %、31 % であり、空間ガードバン
ド増加に伴い狭くなる。
災害時を想定した評価の一例として、83 ビームの
うち 1 クラスタ内の 7 ビームの割当て周波数を全て
1ビームに割り当てて衛星上り回線成立時の収容局数
を評価した結果を図 16 に示す。災害時においても平
時と同様の傾向が見られ、衛星回線は上限の 10,000
回線が成立し、地上回線は 1,000 万回線以上収容可能
であり、空間ガードバンドが 10 dB の場合に最大回線
数を取ることがわかる。地上回線の通信可能エリアに
ついても、平時と同様、本計算条件の場合空間ガー
ドバンド 0 dB、5 dB、10 dB のときそれぞれ 84 %、
65 %、31 % であり、空間ガードバンド増加に伴い狭
くなることがわかった。

	 衛星端末‒基地局間干渉下での	
	 離隔距離の評価　　　　　　 

本章では、干渉経路が衛星端末–基地局間での評価
について述べる。3で行った評価の結果、干渉経路が
地上伝搬路となる本条件では、空間ガードバンドの効
果によって大きく CIR が改善する。そこで、ワース
トケースとして衛星端末が衛星セルエッジに位置する
ケースを対象として、共用が可能な離隔距離（空間ガー
ドバンド）をより詳細な条件設定のもとで評価するこ
とした。

（a）希望波が衛星下り回線のケース
衛星下り回線では、衛星セルの外で同一周波数を使
用する地上基地局からのダウンリンクが衛星端末への
干渉となる。本研究ではワーストケースとして、衛星
端末が衛星セルエッジに位置するケースを対象に、基
地局が 1局の場合と複数の場合を解析する。複数基地
局は、一例として衛星端末近傍に 5 km間隔で 9局配
置する。また、同一周波数を使用する他の衛星回線か
らの干渉が存在するケースについても解析する。評価
では、衛星回線が所要 C/N0 を満足する範囲で同一周
波数を使用できる衛星端末 –地上基地局の最低離隔距
離と、その際の空間ガードバンド量を求める。
評価結果を表 4に示す。表 4（a）に与干渉基地局数
が 1のケース、表 4（b）に与干渉基地局数が 9のケース、
表 4（c）に同一周波数を使用する他の衛星回線からの
干渉があるケース（全 83 ビームの同一周波数衛星回

線干渉量の平均値を付与）を記載している。離隔距離
から空間ガードバンドを求めるに当たり、衛星アンテ
ナパターンを衛星軌道から地球表面に投影し、衛星セ
ルのエッジから特定の離隔距離を取る方向の衛星アン
テナ利得とセルエッジの衛星アンテナ利得との差を空
間ガードバンドと定義している。また、伝搬路モデ
ルとして拡張秦式に基づき 3条件（Urban、Suburban、
Open area）の伝搬路に対する計算結果を示している。
与干渉基地局数の増加、衛星回線からの干渉の付加に
応じて、衛星下り回線が成立するための離隔距離と空
間ガードバンドが増加することがわかる。評価を行っ
たケースでは、離隔距離を 30.2 km（空間ガードバン
ド換算で 1.3 dB）取れば、地上システムと衛星システ
ムの周波数共用が可能であることがわかる。

（b）希望波が地上上り回線のケース
地上上り回線では、衛星セル内の衛星端末からの
アップリンクが、衛星セルの外で同一周波数を使用す
る地上基地局への干渉となる。本研究ではワースト
ケースとして、衛星端末が衛星セルエッジに位置する
ケースを対象に、衛星セル内の衛星端末が 1端末の場
合と、衛星セルに割当て可能な全チャネルで通話する5

計算ケース Urban Subur
ban

Open
area

衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 3 6.6 23.3

空間ガードバンド dB 0.1 0.3 1
衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 3.2 8.3 29.7

空間ガードバンド dB 0.1 0.3 1.3

衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 3.3 8.6 30.2

空間ガードバンド dB 0.1 0.4 1.3

伝搬環境

(a)与干渉基地局

数=1（衛星回線か

らの干渉なし）

(b)与干渉基地局

数=9（衛星回線か

らの干渉なし）

(c)与干渉基地局

数=9（衛星回線か

らの干渉あり：83
ビーム平均値）

copyright(c)2013 IEICE

計算ケース Urban Subur
ban

Open
area

衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 0.7 1.7 6.3

空間ガードバンド dB 0 0.1 0.3
衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 3.5 7.7 26

空間ガードバンド dB 0.1 0.3 1.1

衛星端末（セル
エッジ）－基地局

離隔距離

km 4.5 10.1 30.9

空間ガードバンド dB 0.2 0.4 1.4

伝搬環境

(a)与干渉衛星端

末数=1（地上回線

からの干渉なし）

(b)与干渉衛星端

末数=223（地上回

線からの干渉な
し）

(c)与干渉衛星端

末数=223（地上回

線からの干渉あ
り：干渉マージン

6dB）
copyright(c)2013 IEICE

表4　衛星下り回線成立時の衛星端末－基地局間離隔距離と空間ガードバンド

表5　地上上り回線成立時の衛星端末－基地局間離隔距離と空間ガードバンド
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場合、同一周波数を使用する他の地上回線からの干渉
も存在するケースについて解析する。
評価結果を表 5に示す。表 5（c）の、同一周波数を
使用する他の地上回線からの干渉があるケースでは、
固定値（干渉マージン 6 dB）を付与している。与干渉
衛星端末数の増加、地上回線からの干渉の付加に応じ
て、地上上り回線が成立するための離隔距離と空間
ガードバンドが増加することがわかる。評価を行った
ケースでは、離隔距離を 30.9 km（空間ガードバンド
換算で 1.4 dB）取れば、地上システムと衛星システム
の周波数共用が可能であることがわかる。

	 まとめ

STICS の周波数共用方式の成立性を検証するため、
まず、単一の衛星／地上セルによる簡易干渉モデルに
よる各干渉経路の干渉量の評価を行い、干渉経路ごと
の干渉の特徴と周波数共用の見通しを確認した。その
結果、ノーマルモードでは、衛星上り回線は共用可能
と見込まれるが共用条件は地上回線の端末送信電力と
同時使用端末数に依存することを確認した。課題とな
るケースは基地局の送信電力が大きいことが原因と
なる場合（リバースモード衛星上り回線）と災害時等
の 1ビームに衛星回線が集中する場合（ノーマルモー
ド地上下り回線、リバースモード地上上り回線）であ
ることを確認した。これにより、周波数共用方式とし
てはノーマルモードとリバースモードのうちノーマル
モードが有利であると結論づけられた。
続いて、ノーマルモードを対象として同一チャネル
干渉下での地上／衛星回線の同時収容回線数の評価を
行った。詳細干渉モデルの構築により、基地局と端末
の局数と送信電力に日本全国の現実のトラフィック分
布をできる限り反映できる現実的な評価が可能となっ
た。平時のトラフィック配置で、衛星システム側は常
に最大回線数（本評価の条件で 10,000 回線）の回線が
収容でき、地上システム側も 1,000 万局以上の回線が
収容できることを確認した。災害時のビーム配置にお
いても一例を確認し、平時と同等の回線数が収容可能
であることを確認した。また、平時、災害時ともに空
間ガードバンドを増加させることで地上／衛星回線の
同時収容局数を改善できる一方で、地上系の通信可能
エリアが減少することを確認した。
さらに、衛星端末 –基地局間干渉下での評価では、
衛星端末が衛星セルエッジに存在するワーストケース
について評価を行い、衛星端末 –基地局間離隔距離（空
間ガードバンド）を取ることで周波数共用が可能であ
ることを確認した。
以上の種々の周波数共用評価を行った結果から、

STICS において、地上／衛星間の同一チャネル干渉
下での周波数共用が成立性を有することを確認した。
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